
土壌の保全や回復も、自然資本の持続可能な利用のための重要な取り組みと認識しています。また、土壌汚染対策法への
的確な措置として、工事計画を掌握・管理下に置き、「有害物質使用特定施設に係る土地の形質変更時の届出」「土壌汚染
状況調査の契機の拡大」への適切な対応を図ります。

● 地下水の定期モニタリング　
事業所敷地境界での地下水分析を定期的に実施して、有害物質の基準値超過がないことを確認しています。

● 土壌汚染の未然防止
化学物質を取り扱っている施設の床面、付帯配管、防液堤さらには排水溝などの各種設備が遵守すべき構造などに関す
る基準や実施すべき定期点検の内容をルール化し、その遵守徹底によって漏洩による土壌汚染の未然防止と、有害物質の
工場敷地境界外への拡散防止に努めています。

「責務」に対する取り組み事例
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